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議案第５７号  

   令和４年度新潟市一般会計補正予算（第５号） 

 令和４年度新潟市の一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ８，１５２，８３０千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４０７，８１７，２９７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加、変更は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加、変更は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正） 

第４条 地方債の追加、変更は、「第４表 地方債補正」による。 

  令和４年９月６日提出 

                            新潟市長 中原 八一   
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　 第１表　歳入歳出予算補正

     歳  入

（単位　千円）

款 項

19 国庫支出金 78,093,180 4,016,292 82,109,472

 1 国庫負担金 54,062,003 639,000 54,701,003

 2 国庫補助金 23,713,235 3,377,292 27,090,527

20 県支出金 21,099,813 451,000 21,550,813

 2 県補助金 4,807,667 451,000 5,258,667

23 繰入金 366,673 70,000 436,673

 1 基金繰入金 366,673 70,000 436,673

24 繰越金 691,168 2,472,738 3,163,906

 1 繰越金 691,168 2,472,738 3,163,906

26 市債 34,014,000 1,142,800 35,156,800

 1 市債 34,014,000 1,142,800 35,156,800

399,664,467 8,152,830 407,817,297

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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     歳  出

（単位　千円）

款 項

 2 総務費 42,629,072 342,000 42,971,072

 1 総務管理費 36,405,513 342,000 36,747,513

 3 民生費 127,529,562 2,078,930 129,608,492

 1 社会福祉費 12,575,219 1,340,000 13,915,219

 2 児童福祉費 46,881,882 150,220 47,032,102

 3 障がい福祉費 23,782,141 135,300 23,917,441

 5 老人福祉費 26,807,455 453,410 27,260,865

 4 衛生費 33,410,314 1,273,000 34,683,314

 1 保健衛生費 22,636,548 1,273,000 23,909,548

 6 農林水産業費 6,407,544 233,000 6,640,544

 1 農業費 3,170,450 223,000 3,393,450

 3 水産業費 386,874 10,000 396,874

 7 商工費 11,999,521 1,721,000 13,720,521

 1 商業費 10,282,310 1,390,000 11,672,310

 2 工業費 1,717,211 331,000 2,048,211

 8 土木費 51,110,672 364,600 51,475,272

 2 道路橋りょう費 21,609,151 220,000 21,829,151

 3 港湾空港費 612,613 9,600 622,213

 5 公園緑地費 2,592,038 80,000 2,672,038

 8 住宅費 1,391,742 55,000 1,446,742

 9 消防費 10,522,321 72,000 10,594,321

 1 消防費 10,522,321 72,000 10,594,321

10 教育費 57,422,346 2,068,300 59,490,646

補 正 前 の 額 補 正 額 計
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款 項

 1 教育総務費 9,514,946 98,000 9,612,946

 2 小学校費 24,398,596 1,236,200 25,634,796

 3 中学校費 14,736,207 734,100 15,470,307

399,664,467 8,152,830 407,817,297歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計
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第２表　繰越明許費補正

       １　追　加
（単位  千円）

2 総務費 1 総務管理費 地域の祭り・イベント等用具整備補助事業 120,000

3 民生費 2 児童福祉費 子ども・子育て支援システム更新事業 34,400

4 衛生費 2 清掃費 廃棄物処理施設等管理運営費 35,500

6 農林水産業費 1 農業費 食料供給力向上支援事業 50,000

肥料コスト低減支援事業 143,000

7 商工費 1 商業費 地域のお店応援商品券発行事業 1,250,000

地域を支える商店街支援事業 110,000

8 土木費 8 住宅費 住宅用再生可能エネルギー導入促進事業 55,000

10 教育費 2 小学校費 学校改修事業 1,236,200

3 中学校費 学校改修事業 734,100

款 項 事 業 名 金 額
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       ２　変　更
（単位  千円）

補 正 前 補 正 後

金 額 金 額

7 商工費 2 工業費 再生可能エネルギー導入促進事業 175,000 475,000

款 項 事 業 名
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第３表　債務負担行為補正

       １　追　加
（単位  千円）

児童相談所庁舎整備改修事業 令和 5年度 61,000 

事 項 期 間 限 度 額
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       ２　変　更
（単位  千円）

新崎駅自由通路整備事業 令和 5年度 60,000 令和 5年度 78,000

事 項

補 正 前 補 正 後

期 間 限 度 額 期 間 限 度 額
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１　追　加

。）

行を

含む

の共

同発

共団 ）

体と

の地 を行った後においては

方公 、当該見直し後の利率

発行 公共団体金融機構資金 も繰上償還し、償還年限を短縮し、又は低利

（他 について利率の見直し 債に借り換えることができる。

又は 方式で借り入れる場合 により、毎年度１期又は２期に償還する。た

債券 で、政府資金及び地方 だし、財政の都合により据置期間中であって

普通 年5.0％以内 借り入れの年から据置期間を含み30年以内に

貸借 （ただし、利率見直し 元利均等又は元金均等若しくは不均等の方法

第４表　地方債補正

（単位　千円）

起　　債　　の　　目　　的 限　度　額
起債
の方
法法

利　　　　　率 償　　還　　の　　方　　法

文化施設等災害復旧事業費 5,000
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２　変　更

19,800

68,800

246,600

中学校大規模改造事業

小学校大規模改造事業

児童相談所整備事業費

費

費

。） し後の利率

） ）

においては

含む 、当該見直 含む 、当該見直

行を

の共 率の見直し 債に借り換えることが

同発 を行った後 できる。

。） し後の利率

行を においては

共団 融機構資金 も繰上償還し、償還年 共団 融機構資金 も繰上償還し、償還年

同発 を行った後 できる。

限を短縮し、又は低利体と について利 限を短縮し、又は低利 体と について利

の共 率の見直し 債に借り換えることが

の地 金及び地方 だし、財政の都合によ

方公 公共団体金 り据置期間中であって 方公 公共団体金

の地 金及び地方 だし、財政の都合によ

り据置期間中であって

により、毎年度１期又

（他 で、政府資 は２期に償還する。た （他 で、政府資 は２期に償還する。た

方式で借り 若しくは不均等の方法

発行 入れる場合 により、毎年度１期又 発行 入れる場合488,000

又は 利率見直し 元利均等又は元金均等

債券 方式で借り 若しくは不均等の方法 債券

又は 利率見直し 元利均等又は元金均等 733,000

年5.0％以内 借り入れの年から据置

貸借 （ただし、 期間を含み30年以内に 貸借 （ただし、 期間を含み30年以内に

起債
の方
法法

利　　率 償　還　の　方　法

普通 年5.0％以内 借り入れの年から据置 普通252,000

（単位　千円）

起　債　の　目　的

補　　　　　　　　　正　　　　　　　　　前 補　　　　　　　　　正　　　　　　　　　後

限　度　額
起債
の方
法法

利　　率 償　還　の　方　法 限　度　額
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議案第５８号  

   令和４年度新潟市介護保険事業会計補正予算（第２号） 

 令和４年度新潟市の介護保険事業会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，３８２，０６７千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ８７，５０４，６３３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

  令和４年９月６日提出 

                            新潟市長 中原 八一    
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　 第１表　歳入歳出予算補正

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 7 繰入金 13,725,442 453,410 14,178,852

 1 一般会計繰入金 13,248,659 453,410 13,702,069

 8 繰越金 1 928,657 928,658

 1 繰越金 1 928,657 928,658

86,122,566 1,382,067 87,504,633

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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     歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 総務費 1,608,536 453,410 2,061,946

 1 総務管理費 936,724 453,410 1,390,134

 5 諸支出金 928,657 928,657

 1 償還金 928,657 928,657

86,122,566 1,382,067 87,504,633

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計
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議案第５９号 

令和４年度新潟市病院事業会計補正予算（第２号） 

（総則） 

第１条 令和４年度新潟市病院事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによ

る。 

 （資本的収入及び支出） 

第２条 令和４年度新潟市病院事業会計予算第４条に定めた資本的収入及び支出の予定額

を次のとおり補正する。 

収 入                             （単位 千円） 

科   目 既決予定額 補正予定額 計 

第１款 市民病院資本的収入 1,736,417 17,000 1,753,417 

 第２項 負担金交付金 1,023,417 17,000 1,040,417 

支 出                             （単位 千円） 

科   目 既決予定額 補正予定額 計 

第１款 市民病院資本的支出 2,857,948 17,000 2,874,948 

 第１項 建設改良費 798,148 17,000 815,148 

 

令和４年９月６日提出 

新潟市長 中原 八一   
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議案第６０号  

   新潟市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

 新潟市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定するもの

とする。 

  令和４年９月６日提出 

                            新潟市長 中原 八一 

   新潟市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

新潟市職員の育児休業等に関する条例（平成４年新潟市条例第９号）の一部を次のよう

に改正する。  

第２条第３号中「次のいずれかに該当する非常勤職員」を「非常勤職員であって、次の

いずれかに該当するもの」に改め、同号ア（ア）中「第２条の４」を「当該子の出生の日

から第３条の２に規定する期間内に育児休業をしようとする場合にあっては当該期間の末

日から６月を経過する日、第２条の４」に、「、２歳」を「当該子が２歳」に改め、同号

イを次のように改める。 

イ 次のいずれかに該当する非常勤職員 

（ア） その養育する子が１歳に達する日（以下「１歳到達日」という。）（当該

子について当該非常勤職員が第２条の３第２号に掲げる場合に該当してする育児

休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当

該末日とされた日。（ア）において同じ。）において育児休業をしている非常勤

職員であって、同条第３号に掲げる場合に該当して当該子の１歳到達日の翌日を

育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとするもの 

（イ） その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている場合で

あって、当該任期を更新され、又は当該任期の満了後引き続いて特定職に採用さ

れることに伴い、当該育児休業に係る子について、当該更新前の任期の末日の翌

日又は当該採用の日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとするもの 
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第２条第３号ウを削る。 

第２条の３第３号ア及びイ以外の部分を次のように改める。 

   １歳から１歳６か月に達するまでの子を養育する非常勤職員が、次に掲げる場合の

いずれにも該当する場合（当該子についてこの号に掲げる場合に該当して育児休業を

している場合であって第３条第７号に掲げる事情に該当するときはイ及びウに掲げる

場合に該当する場合、任命権者が定める特別の事情がある場合にあってはウに掲げる

場合に該当する場合） 当該子の１歳６か月到達日  

第２条の３第３号中イをウとし、同号ア中「非常勤職員がする」を「非常勤職員が前号

に掲げる場合に該当してする」に、「配偶者がする」を「配偶者が同号に掲げる場合又は

これに相当する場合に該当してする」に改め、同号アを同号イとし、同号にアとして次の

ように加える。 

ア 当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員が前号に掲げる場合に該

当してする育児休業又は当該非常勤職員の配偶者が同号に掲げる場合若しくはこれ

に相当する場合に該当してする地方等育児休業の期間の末日とされた日が当該子の

１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日（当該育児休業の期間の

末日とされた日と当該地方等育児休業の期間の末日とされた日が異なるときは、そ

のいずれかの日））の翌日（当該配偶者がこの号に掲げる場合又はこれに相当する

場合に該当して地方等育児休業をする場合にあっては、当該地方等育児休業の期間

の末日とされた日の翌日以前の日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしよ

うとする場合 

第２条の３第３号に次のように加える。 

エ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員が前号

に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達

日後である場合にあっては、当該末日とされた日）後の期間においてこの号に掲げ

る場合に該当して育児休業をしたことがない場合  
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第２条の４各号列記以外の部分を次のように改める。 

育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳６か月から２歳に達するまでの

子を養育する非常勤職員が、次の各号に掲げる場合のいずれにも該当する場合（当該子

についてこの条の規定に該当して育児休業をしている場合であって次条第７号に掲げる

事情に該当するときは第２号及び第３号に掲げる場合に該当する場合、任命権者が定め

る特別の事情がある場合にあっては同号に掲げる場合に該当する場合）とする。 

 第２条の４中第２号を第３号とし、第１号を第２号とし、同号の前に次の１号を加える。 

（１） 当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日の翌日（当該非常勤職員の配偶者

がこの条の規定に該当し、又はこれに相当する場合に該当して地方等育児休業をする

場合にあっては、当該地方等育児休業の期間の末日とされた日の翌日以前の日）を育

児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合 

 第２条の４に次の１号を加える。 

（４） 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日後の期間におい

てこの条の規定に該当して育児休業をしたことがない場合 

第２条の５を削る。 

第３条中第５号を削り、第６号を第５号とし、同条第７号中「第２条の４」を「前条」

に改め、同号を同条第６号とし、同条第８号中「その任期」を「任期を定めて採用された

職員であって、当該任期」に、「非常勤職員」を「もの」に、「育児休業に係る子につい

て、当該任期が」を「任期を」に、「に特定職に引き続き」を「引き続いて特定職に」に、

「当該任期の末日」を「当該育児休業に係る子について、当該更新前の任期の末日」に、

「引き続き採用される日」を「採用の日」に改め、同号を同条第７号とし、同条の次に次

の１条を加える。 

（育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期間を基準として条例で定める

期間） 

第３条の２ 育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期間を基準として条例
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で定める期間は、５７日間とする。 

第１１条第５号中「育児休業等計画書」を「育児短時間勤務計画書」に改める。 

附 則  

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前に育児休業等計画書を提出した職員に対するこの条例による改

正前の第３条（第５号に係る部分に限る。）及び第１１条（第５号に係る部分に限

る。）の規定の適用については、なお従前の例による。 
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議案第６１号 

新潟市職員の定年等に関する条例の一部改正について 

新潟市職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとす

る。 

令和４年９月６日提出 

新潟市長 中原 八一 

新潟市職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例 

新潟市職員の定年等に関する条例（昭和５９年新潟市条例第５号）の一部を次のように

改正する。 

題名の次に次の目次及び章名を付する。 

目次 

第１章 総則（第１条） 

第２章 定年制度（第２条－第５条） 

第３章 管理監督職勤務上限年齢制（第６条－第１１条） 

第４章 定年前再任用短時間勤務制（第１２条・第１３条） 

第５章 雑則（第１４条） 

附則  

   第１章 総則 

第１条中「昭和２５年法律第２６１号」の次に「。以下「法」という。」を加え、「第

２８条の２第１項から第３項まで及び第２８条の３」を「第２２条の４第１項及び第２項、

第２２条の５第１項、第２８条の２、第２８条の５、第２８条の６第１項から第３項まで

並びに第２８条の７」に改め、同条の次に次の章名を付する。 

   第２章 定年制度 

 第３条を次のように改める。 

 （定年） 
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第３条 職員の定年は、年齢６５年とする。 

第４条第１項各号列記以外の部分中「次の各号のいずれかに該当する」を「次に掲げる

事由がある」に、「その職員に」を「同条の規定にかかわらず、当該職員に」に、「その

職員を当該職務」を「当該職員を当該定年退職日において従事している職務」に、「引き

続いて」を「、引き続き」に改め、同項に次のただし書を加える。 

  ただし、第９条第１項から第４項までの規定により異動期間（第９条第１項に規定す

る異動期間をいう。以下この項及び次項において同じ。）（第９条第１項又は第２項の

規定により延長された異動期間を含む。）を延長した職員であつて、定年退職日におい

て管理監督職（第６条に規定する職をいう。以下この条及び第３章において同じ。）を

占めている職員については、第９条第１項又は第２項の規定により当該異動期間を延長

した場合であつて、引き続き勤務させることについて人事委員会の承認を得たときに限

るものとし、当該期限は、当該職員が占めている管理監督職に係る異動期間の末日の翌

日から起算して３年を超えることができない。 

第４条第１項第１号中「その職員」を「当該職員」に改め、「退職により」の次に「生

ずる欠員を容易に補充することができず」を加え、「生ずるとき」を「生ずること」に改

め、同項第２号中「その職員」を「当該職員」に、「できないとき」を「できず公務の運

営に著しい支障が生ずること」に改め、同項第３号中「その業務」を「当該業務」に、「

その職員」を「当該職員」に、「生ずるとき」を「生ずること」に改め、同条第２項中「

前項の事由が引き続き存する」を「前項各号に掲げる事由が引き続きある」に、「１年」

を「これらの期限の翌日から起算して１年」に改め、同項ただし書中「その期限は、その

職員」を「当該期限は、当該職員」に改め、「定年退職日」の次に「（同項ただし書に規

定する職員にあつては、当該職員が占めている管理監督職に係る異動期間の末日）」を加

え、同条第３項中「引き続いて」を「引き続き」に改め、同条第４項中「任命権者は」の

次に「、第１項の規定により引き続き勤務することとされた職員及び第２項の規定により

期限が延長された職員について」を加え、「第１項の事由が存しなくなつた」を「第１項
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各号に掲げる事由がなくなつた」に、「その期限を繰り上げて退職させることができる」

を「当該期限を繰り上げるものとする」に改める。 

 本則に次の３章を加える。 

   第３章 管理監督職勤務上限年齢制 

 （管理監督職勤務上限年齢制の対象となる管理監督職） 

第６条 法第２８条の２第１項に規定する条例で定める職は、次に掲げる職とする。 

 （１） 新潟市給与条例（昭和３２年新潟市条例第６０号）第２１条、新潟市教育職員

給与条例（昭和３４年新潟市条例第１７号）第１９条、新潟市水道局企業職員の給与

の種類及び基準を定める条例（昭和３２年新潟市条例第８４号）第３条及び新潟市民

病院職員の給与の種類及び基準を定める条例（平成１９年新潟市条例第８２号）第５

条の規定により管理職手当を支給される職員の職 

 （２） 前号に掲げる職のほか、これに相当する職として人事委員会規則で定める職 

２ 前項の規定にかかわらず、同項各号に掲げる職のうち、次に掲げる職は、同項の条例

で定める職から除くものとする。 

（１）  市民病院に勤務する医師及び歯科医師が占める職 

 （２） 保健所等に勤務する医師及び歯科医師で、新潟市給与条例別表第２医療職俸給

表（１）の適用を受ける職員が占める職 

 （３） 前２号に掲げる職のほか、職務と責任に特殊性があること又は欠員の補充が困

難であることにより法第２８条の２第１項本文の規定を適用することが著しく不適当

と認められる職として任命権者が定める職 

（管理監督職勤務上限年齢） 

第７条 法第２８条の２第１項に規定する管理監督職勤務上限年齢は、年齢６０年とする。  

 （他の職への降任等を行うに当たつて遵守すべき基準） 

第８条 任命権者は、法第２８条の２第４項に規定する他の職への降任等（以下この章に

おいて「他の職への降任等」という。）を行うに当たつては、法第１３条、第１５条、
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第２３条の３、第２７条第１項及び第５６条に定めるもののほか、次に掲げる基準を遵

守しなければならない。 

 （１） 当該職員の人事評価の結果、勤務の状況、職務経験等に基づき、降任又は転任

（降給を伴う転任に限る。）（以下この条及び第１０条において「降任等」とい

う。）をしようとする職の属する職制上の段階の標準的な職に係る法第１５条の２第

１項第５号に規定する標準職務遂行能力（次条第３項において「標準職務遂行能力」

という。）及び当該降任等をしようとする職についての適性を有すると認められる職

に、降任等をすること。 

 （２） 人事の計画その他の事情を考慮した上で、管理監督職以外の職又は管理監督職

勤務上限年齢が当該職員の年齢を超える管理監督職のうちできる限り上位の職制上の

段階に属する職に、降任等をすること。 

 （３） 当該職員の他の職への降任等をする際に、当該職員が占めていた管理監督職が

属する職制上の段階より上位の職制上の段階に属する管理監督職を占める職員（以下

この号において「上位職職員」という。）の他の職への降任等もする場合には、第１

号に掲げる基準に従つた上での状況その他の事情を考慮してやむを得ないと認められ

る場合を除き、上位職職員の降任等をした職が属する職制上の段階と同じ職制上の段

階又は当該職制上の段階より下位の職制上の段階に属する職に、降任等をすること。 

 （管理監督職勤務上限年齢による降任等及び管理監督職への任用の制限の特例） 

第９条 任命権者は、他の職への降任等をすべき管理監督職を占める職員について、次に

掲げる事由があると認めるときは、当該職員が占める管理監督職に係る異動期間（当該

管理監督職に係る管理監督職勤務上限年齢に達した日の翌日から同日以後における最初

の４月１日までの間をいう。以下この章において同じ。）の末日の翌日から起算して１

年を越えない期間内（当該期間内に定年退職日がある職員にあつては、当該異動期間の

末日の翌日から定年退職日までの期間内。第３項において同じ。）で当該異動期間を延

長し、引き続き当該管理監督職を占める職員に、当該管理監督職を占めたまま勤務をさ
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せることができる。 

 （１） 当該職務が高度の知識、技能又は経験を必要とするものであるため、当該職員

の他の職への降任等により生ずる欠員を容易に補充することができず公務の運営に著

しい支障が生ずること。 

 （２） 当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件に特殊性があるため、当該職員の他

の職への降任等による欠員を容易に補充することができず公務の運営に著しい支障が

生ずること。 

 （３） 当該職務を担当する者の交替が当該業務の遂行上重大な障害となる特別の事情

があるため、当該職員の他の職への降任等により公務の運営に著しい支障が生ずるこ

と。 

２ 任命権者は、前項又はこの項の規定により異動期間（これらの規定により延長された

期間を含む。）が延長された管理監督職を占める職員について、前項各号に掲げる事由

が引き続きあると認めるときは、人事委員会の承認を得て、延長された当該異動期間の

末日の翌日から起算して１年を超えない期間内（当該期間内に定年退職日がある職員に

あつては、延長された当該異動期間の末日の翌日から定年退職日までの期間内。第４項

において同じ。）で延長された当該異動期間を更に延長することができる。ただし、更

に延長される当該異動期間の末日は、当該職員が占める管理監督職に係る異動期間の末

日の翌日から起算して３年を超えることができない。 

３ 任命権者は、第１項の規定により異動期間を延長することができる場合を除き、他の

職への降任等をすべき特定管理監督職群（職務の内容が相互に類似する複数の管理監督

職であつて、これらの欠員を容易に補充することができない年齢別構成その他の特別の

事情がある管理監督職として人事委員会規則で定める管理監督職をいう。以下この項に

おいて同じ。）に属する管理監督職を占める職員について、当該特定管理監督職群に属

する管理監督職の属する職制上の段階の標準的な職に係る標準職務遂行能力及び当該管

理監督職についての適性を有すると認められる職員（当該管理監督職に係る管理監督職
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勤務上限年齢に達した職員を除く。）の数が当該管理監督職の数に満たない等の事情が

あるため、当該職員の他の職への降任等により当該管理監督職に生ずる欠員を容易に補

充することができず業務の遂行に重大な障害が生ずると認めるときは、当該職員が占め

る管理監督職に係る異動期間の末日の翌日から起算して１年を超えない期間内で当該異

動期間を延長し、引き続き当該管理監督職を占めている職員に当該管理監督職を占めた

まま勤務をさせ、又は当該職員を当該管理監督職が属する特定管理監督職群の他の管理

監督職に降任し、若しくは転任することができる。 

４ 任命権者は、第１項若しくは第２項の規定により異動期間（これらの規定により延長

された期間を含む。）が延長された管理監督職を占める職員について前項に規定する事

由があると認めるとき（第２項の規定により延長された当該異動期間を更に延長するこ

とができるときを除く。）、又は前項若しくはこの項の規定により異動期間（前３項又

はこの項の規定により延長された期間を含む。）が延長された管理監督職を占める職員

について前項に規定する事由が引き続きあると認めるときは、人事委員会の承認を得て、

延長された当該異動期間の末日の翌日から起算して１年を超えない期間内で延長された

当該異動期間を更に延長することができる。 

 （異動期間の延長等に係る職員の同意） 

第１０条 任命権者は、前条の規定により異動期間を延長する場合及び同条第３項の規定

により他の管理監督職に降任等をする場合には、あらかじめ職員の同意を得なければな

らない。 

 （異動期間の延長事由が消滅した場合の措置） 

第１１条 任命権者は、第９条の規定により異動期間を延長した場合において、当該異動

期間の末日の到来前に当該異動期間の延長の事由が消滅したときは、他の職への降任等

をするものとする。 

   第４章 定年前再任用短時間勤務制 

 （定年前再任用短時間勤務職員の任用） 
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第１２条 任命権者は、年齢６０年に達した日以後に退職（臨時的に任用される職員その

他の法律により任期を定めて任用される職員及び非常勤職員が退職する場合を除く。）

をした者（以下この条及び次条において「年齢６０年以上退職者」という。）を、従前

の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報に基づく選考により、短時間勤務の職

（当該職を占める職員の１週間当たりの通常の勤務時間が、常時勤務を要する職でその

職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占める職員の１週間当たりの通常の勤務時間に

比し短い時間である職をいう。以下この条及び次条において同じ。）に採用することが

できる。ただし、年齢６０年以上退職者がその者を採用しようとする短時間勤務の職に

係る定年退職日相当日（短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職

務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとした場合における定年退職日を

いう。）を経過した者であるときは、この限りでない。 

第１３条 任命権者は、前条本文の規定によるほか、市が加入する地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２８４条第１項の一部事務組合又は広域連合の年齢６０年以上退職

者を、従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報に基づく選考により、短時

間勤務の職に採用することができる。 

２ 前項の場合においては、前条ただし書の規定を準用する。 

第５章 雑則 

第１４条 この条例の施行に関し必要な事項及びこの条例に定めるものを除くほか必要な

事項は、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第１５条第１項に規定する企業

職員及び法第５７条に規定する単純な労務に雇用される職員にあつては任命権者が別に

定め、これらの職員以外の職員にあつては人事委員会の承認を得て任命権者が別に定め

る。 

 附則に次の３項を加える。 

（定年に関する経過措置） 

５ 令和５年４月１日から令和１３年３月３１日までの間における第３条の規定の適用に
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ついては、次の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、同条中「６５年」とあるのはそれ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで ６１年 

令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで ６２年 

令和９年４月１日から令和１１年３月３１日まで ６３年 

令和１１年４月１日から令和１３年３月３１日まで ６４年 

６ 令和５年４月１日から令和１３年３月３１日までの間において、新潟市職員の定年等

に関する条例の一部を改正する条例（令和４年新潟市条例第  号。次項において「令

和４年改正条例」という。）による改正前の第３条第１項ただし書に規定する職員であ

つて、第３条の規定を適用する職員については、前項の規定にかかわらず、定年は、年

齢６５年とする。 

（情報の提供及び勤務の意思の確認） 

７ 任命権者は、当分の間、職員（臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定

めて任用される職員、非常勤職員及び令和４年改正条例による改正前の第３条第１項た

だし書に規定する職員を除く。以下この項において同じ。）が年齢６０年に達する日の

属する年度の前年度（以下この項において「情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべ

き年度」という。）（情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき年度に職員でなかつ

た者で、当該情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき年度の末日後に採用された職

員（異動等により情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき年度の末日を経過するこ

ととなつた職員（以下この項において「末日経過職員」という。）を除く。）にあつて

は当該職員が採用された日から同日の属する年度の末日までの期間、末日経過職員にあ

つては当該職員の異動等の日が属する年度（当該日が年度の初日である場合は、当該年

度の前年度））において、当該職員に対し、当該職員が年齢６０年に達する日以後に適
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用される任用及び給与に関する措置の内容その他の必要な情報を提供するものとすると

ともに、同日の翌日以後における勤務の意思を確認するよう努めるものとする。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただ

し、附則第１１条の規定は、公布の日から施行する。 

 （勤務延長に関する経過措置） 

第２条 任命権者は、施行日前にこの条例による改正前の新潟市職員の定年等に関する条

例（昭和５９年新潟市条例第５号）（以下「旧条例」という。）第４条第１項又は第２

項の規定により勤務することとされ、かつ、旧条例勤務延長期限（同条第１項の期限又

は同条第２項の規定により延長された期限をいう。以下この項において同じ。）が施行

日以後に到来する職員（以下この項において「旧条例勤務延長職員」という。）につい

て、旧条例勤務延長期限又はこの項の規定により延長された期限が到来する場合におい

て、この条例による改正後の新潟市職員の定年等に関する条例（以下「新条例」とい

う。）第４条第１項各号に掲げる事由があると認めるときは、人事委員会の承認を得て、

これらの期限の翌日から起算して１年を超えない範囲内で期限を延長することができる。

ただし、当該期限は、当該旧条例勤務延長職員に係る旧条例第２条に規定する定年退職

日の翌日から起算して３年を超えることができない。 

２ 任命権者は、基準日（施行日、令和７年４月１日、令和９年４月１日、令和１１年４

月１日及び令和１３年４月１日をいう。以下この項において同じ。）から基準日の翌年

の３月３１日までの間、基準日における新条例定年（新条例第３条に規定する定年をい

う。以下同じ。）が基準日の前日における新条例定年（基準日が施行日である場合には、

施行日の前日における旧条例第３条に規定する定年）を超える職及びこれに相当する基

準日以後に設置された職その他の人事委員会規則で定める職に、基準日から基準日の翌

年の３月３１日までの間に新条例第４条第１項若しくは第２項の規定、地方公務員法の
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一部を改正する法律（令和３年法律第６３号。以下「令和３年改正法」という。）附則

第３条第５項又は前項の規定により勤務している職員のうち、基準日の前日において同

日における当該職に係る新条例定年（基準日が施行日である場合には、施行日の前日に

おける旧条例第３条に規定する定年）に達している職員（当該人事委員会規則で定める

職にあっては、人事委員会規則で定める職員）を、昇任し、降任し、又は転任すること

ができない。 

３ 新条例第４条第３項から第５項までの規定は、第１項の規定による勤務について準用

する。 

 （定年退職者等の再任用に関する経過措置） 

第３条 任命権者は、次に掲げる者のうち、年齢６５年に達する日以後における最初の３

月３１日（以下この条から附則第６条までにおいて「特定年齢到達年度の末日」とい

う。）までの間にある者であって、当該者を採用しようとする常時勤務を要する職に係

る旧条例定年（旧条例第３条に規定する定年をいう。以下同じ。）（施行日以後に新た

に設置された職及び施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職にあっては、

当該職が施行日の前日に設置されていたものとした場合における旧条例定年に準じた当

該職に係る年齢。次条第１項において同じ。）に達している者を、従前の勤務実績その

他の人事委員会規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を

定め、当該常時勤務を要する職に採用することができる。 

 （１） 施行日前に旧条例第２条の規定により退職した者 

 （２） 旧条例第４条第１項若しくは第２項、令和３年改正法附則第３条第５項又は前

条第１項の規定により勤務した後退職した者 

 （３） ２５年以上勤続して施行日前に退職した者（前２号に掲げる者を除く。）であ

って、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間にある者 

 （４） ２５年以上勤続して施行日前に退職した者（前３号に掲げる者を除く。）であ

って、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間に、旧地方公務員

-28-



 

法再任用（令和３年改正法による改正前の地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）

第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項の

規定により採用することをいう。）又は暫定再任用（この項若しくは次項、次条第１

項若しくは第２項、附則第５条第１項若しくは第２項又は附則第６条第１項若しくは

第２項の規定により採用することをいう。次項第６号において同じ。）をされたこと

がある者 

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、次に掲げる者のうち、特定年齢到達年

度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする常時勤務を要する職に

係る新条例定年に達している者を、従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情

報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する職

に採用することができる。 

 （１） 施行日以後に新条例第２条の規定により退職した者 

 （２） 施行日以後に新条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務した後退職した 

 者 

 （３） 施行日以後に新条例第１２条の規定により採用された者のうち、令和３年改正

法による改正後の地方公務員法（以下「新地方公務員法」という。）第２２条の４第

３項に規定する任期が満了したことにより退職した者 

 （４） 施行日以後に新条例第１３条第１項の規定により採用された者のうち、新地方

公務員法第２２条の５第３項において準用する新地方公務員法第２２条の４第３項に

規定する任期が満了したことにより退職した者 

 （５） ２５年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者を除く。）で

あって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間にある者 

 （６） ２５年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者を除く。）で

あって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間に、暫定再任用

をされたことがある者 
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３ 前２項の任期又はこの項の規定により更新された任期は、１年を超えない範囲内で更

新することができる。ただし、当該任期の末日は、前２項の規定により採用する者又は

この項の規定により任期を更新する者の特定年齢到達年度の末日以前でなければならな

い。 

４ 暫定再任用職員（第１項若しくは第２項、次条第１項若しくは第２項、附則第５条第

１項若しくは第２項又は附則第６条第１項若しくは第２項の規定により採用された職員

をいう。以下この項及び次項において同じ。）の前項の規定による任期の更新は、当該

暫定再任用職員の当該更新直前の任期における勤務実績が良好である場合に行うことが

できる。 

５ 任命権者は、暫定再任用職員の任期を更新する場合には、あらかじめ当該暫定再任用

職員の同意を得なければならない。 

第４条 任命権者は、前条第１項の規定によるほか、組合（市が加入する地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第２８４条第１項の一部事務組合又は広域連合をいう。次項及

び附則第６条において同じ。）における前条第１項各号に掲げる者のうち、特定年齢到

達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする常時勤務を要する

職に係る旧条例定年に達している者を、従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定め

る情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要す

る職に採用することができる。 

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、前条第２項の規定によるほか、組合に

おける同項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、

当該者を採用しようとする常時勤務を要する職に係る新条例定年に達している者を、従

前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えな

い範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する職に採用することができる。 

３ 前２項の場合においては、前条第３項から第５項までの規定を準用する。 

第５条 任命権者は、新地方公務員法第２２条の４第４項の規定にかかわらず、附則第３
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条第１項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、

当該者を採用しようとする短時間勤務の職（新条例第１２条に規定する短時間勤務の職

をいう。以下同じ。）に係る旧条例定年相当年齢（短時間勤務の職を占める職員が、常

時勤務を要する職でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとした

場合における旧条例定年（施行日以後に新たに設置された短時間勤務の職及び施行日以

後に組織の変更等により名称が変更された短時間勤務の職にあっては、当該職が施行日

の前日に設置されていたものとした場合において、当該職を占める職員が、常時勤務を

要する職でその職務が当該職と同種の職を占めているものとしたときにおける旧条例定

年に準じた当該職に係る年齢）をいう。次条第１項において同じ。）に達している者を、

従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報に基づく選考により、１年を超え

ない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。 

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、新地方公務員法第２２条の４第４項の

規定にかかわらず、附則第３条第２項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日

までの間にある者であって、当該者を採用しようとする短時間勤務の職に係る新条例定

年相当年齢（短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が当該短

時間勤務の職と同種の職を占めているものとした場合における新条例定年をいう。次条

第２項及び附則第１０条において同じ。）に達している者（新条例第１２条の規定によ

り当該短時間勤務の職に採用することができる者を除く。）を、従前の勤務実績その他

の人事委員会規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定

め、当該短時間勤務の職に採用することができる。 

３ 前２項の場合においては、附則第３条第３項から第５項までの規定を準用する。 

第６条 任命権者は、前条第１項の規定によるほか、新地方公務員法第２２条の５第３項

において準用する新地方公務員法第２２条の４第４項の規定にかかわらず、組合におけ

る附則第３条第１項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者

であって、当該者を採用しようとする短時間勤務の職に係る旧条例定年相当年齢に達し
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ている者を、従前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報に基づく選考により、

１年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。 

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、前条第２項の規定によるほか、新地方

公務員法第２２条の５第３項において準用する新地方公務員法第２２条の４第４項の規

定にかかわらず、組合における附則第３条第２項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達

年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする短時間勤務の職に係

る新条例定年相当年齢に達している者（新条例第１３条第１項の規定により当該短時間

勤務の職に採用することができる者を除く。）を、従前の勤務実績その他の人事委員会

規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時

間勤務の職に採用することができる。 

３ 前２項の場合においては、附則第３条第３項から第５項までの規定を準用する。 

（令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める職及び年齢） 

第７条 令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める職は、次に掲げる職とする。 

（１） 施行日以後に新たに設置された職 

 （２） 施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職 

２ 令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める年齢は、前項に規定する職が施行日

の前日に設置されていたものとした場合における旧条例第３条に規定する定年に準じた

当該職に係る年齢とする。 

 （令和３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新地方公務員法第

２２条の４第４項の条例で定める職及び年齢） 

第８条 令和３年改正法附則第４条から第７条までの規定が適用される場合における令和

３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新地方公務員法第２２条

の４第４項の条例で定める職は、次に掲げる職とする。 

 （１） 施行日以後に新たに設置された短時間勤務の職 

 （２） 施行日以後に組織の変更等により名称が変更された短時間勤務の職 
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２ 令和３年改正法附則第４条から第７条までの規定が適用される場合における令和３年

改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する法第２２条の４第４項の条例

で定める年齢は、前項に規定する職が施行日の前日に設置されていたものとした場合に

おいて、当該職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が前項に規定する職と

同種の職を占めているものとしたときにおける旧条例定年に準じた前項に規定する職に

係る年齢とする。 

 （令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職並びに条例で定める者及び職員） 

第９条 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職は、次に掲げる職のうち、当

該職が基準日（附則第３条から第６条までの規定が適用される間における各年の４月１

日（施行日を除く。）をいう。以下この条において同じ。）の前日に設置されていたも

のとした場合において、基準日における新条例定年が基準日の前日における新条例定年

を超える職とする。 

（１） 基準日以後に新たに設置された職（短時間勤務の職を含む。） 

（２） 基準日以後に組織の変更等により名称が変更された職（短時間勤務の職を含

む。） 

２ 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める者は、前項に規定する職が基準日の

前日に設置されていたものとした場合において、同日における当該職に係る新条例定年

に達している者とする。 

３ 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職員は、第１項に規定する職が基準

日の前日に設置されていたものとした場合において、同日における当該職に係る新条例

定年に達している職員とする。 

 （定年前再任用短時間勤務職員に関する経過措置） 

第１０条 任命権者は、基準日（令和７年４月１日、令和９年４月１日、令和１１年４月

１日及び令和１３年４月１日をいう。以下この条において同じ。）から基準日の翌年の

３月３１日までの間、基準日における新条例定年相当年齢が基準日の前日における新条
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例定年相当年齢を超える短時間勤務の職（基準日における新条例定年相当年齢が新条例

第３条に規定する定年である短時間勤務の職に限る。）及びこれに相当する基準日以後

に設置された短時間勤務の職その他の人事委員会規則で定める短時間勤務の職（以下こ

の条において「新条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職」という。）に、基準日の

前日までに新条例第１２条に規定する年齢６０年以上退職者（基準日前から新条例第４

条第１項又は第２項の規定により勤務した後基準日以後に退職をした者を含む。）のう

ち基準日の前日において同日における当該新条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職

に係る新条例定年相当年齢に達している者（当該人事委員会規則で定める短時間勤務の

職にあっては、人事委員会規則で定める者）を、新条例第１２条又は第１３条第１項の

規定により採用することができず、新条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に、新

条例第１２条又は第１３条第１項の規定により採用された職員（以下この条において「定

年前再任用短時間勤務職員」という。）のうち基準日の前日において同日における当該

新条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に係る新条例定年相当年齢に達している定

年前再任用短時間勤務職員（当該人事委員会規則で定める短時間勤務の職にあっては、

人事委員会規則で定める定年前再任用短時間勤務職員）を、昇任し、降任し、又は転任

することができない。 

 （令和３年改正法附則第２条第３項に規定する条例で定める年齢） 

第１１条 令和３年改正法附則第２条第３項に規定する条例で定める年齢は、年齢６０年

とする。 
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議案第６２号  

   新潟市給与条例の一部改正について 

 新潟市給与条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和４年９月６日提出 

                            新潟市長 中原 八一   

   新潟市給与条例の一部を改正する条例 

 新潟市給与条例（昭和３２年新潟市条例第６０号）の一部を次のように改正する。 

 第６条の２の見出し中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同条

第１項中「第２８条の４第１項又は第２８条の５第１項の規定により採用された職員（以

下「再任用職員」という。）」を「第２２条の４第１項の規定により採用された職員（以

下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）」に、「再任用職員の欄に掲げる俸給月

額」を「定年前再任用短時間勤務職員の項に掲げる基準俸給月額」に、「その者の属する

職務の級に応じた額」を「その者の属する職務の級に応じた額に、勤務時間条例第２条第

３項の規定により定められたその者の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して

得た数を乗じて得た額」に改め、同条第２項を削る。 

 第１６条第２項中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め

る。 

第２２条第３項、第２３条第３項各号及び第２５条（見出しを含む。）中「再任用職員」

を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

 第３２条第１項ただし書中「第２８条の４第１項又は第２８条の５第１項」を「第２２

条の４第１項」に改める。 

 附則に次の９項を加える。 

（定年の引上げに伴う経過措置） 

３３ 当分の間、職員の俸給月額は、当該職員が６０歳に達した日後における最初の４月

１日（附則第３５項において「特定日」という。）以後、当該職員に適用される俸給表
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の俸給月額のうち、第４条第４項に規定する当該職員の属する職務の級並びに第５条並

びに第６条第２項及び第３項の規定により当該職員の受ける号俸に応じた額（俸給の切

替えに伴う経過措置として、この条例その他の条例の規定において、異なる俸給月額の

定めがある場合は当該俸給月額）に１００分の７０を乗じて得た額とする。この場合に

おいて、当該額に、５０円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５０円以上１０

０円未満の端数を生じたときはこれを１００円に切り上げるものとする。 

３４ 前項の規定は、次に掲げる職員には適用しない。 

（１） 臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用される職員及び

非常勤職員 

（２） 新潟市職員の定年等に関する条例（昭和５９年新潟市条例第５号。以下この項

において「定年条例」という。）第６条第２項第２号又は第３号の職を占める職員 

（３） 定年条例第９条第１項又は第２項の規定により同条第１項に規定する異動期間

（同項又は同条第２項の規定により延長された期間を含む。）を延長された定年条例

第６条第１項各号に掲げる職を占める職員 

（４） 定年条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務している職員（定年条例第

２条に規定する定年退職日において前項の規定が適用されていた職員を除く。） 

３５ 法第２８条の２第１項に規定する他の職への降任又は転任（降給を伴う転任に限る。

以下この項において同じ。）をされた職員であつて、当該他の職への降任又は転任をさ

れた日（以下この項及び附則第３７項において「異動日」という。）の前日から引き続

き同一の俸給表の適用を受ける職員のうち、特定日に附則第３３項の規定により当該職

員の受ける俸給月額（以下この項において「特定日俸給月額」という。）が異動日の前

日に当該職員が受けていた俸給月額に１００分の７０を乗じて得た額（当該額に、５０

円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５０円以上１００円未満の端数を生じた

ときはこれを１００円に切り上げるものとする。以下この項において「基礎俸給月額」

という。）に達しないこととなる職員（人事委員会規則で定める職員を除く。）には、
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当分の間、特定日以後、附則第３３項の規定により当該職員の受ける俸給月額のほか、

基礎俸給月額と特定日俸給月額との差額に相当する額を俸給として支給する。 

３６ 前項の規定による俸給の額と当該俸給を支給される職員の受ける俸給月額との合計

額が第４条第４項に規定する当該職員の属する職務の級における最高の号俸の俸給月額

を超える場合における前項の規定の適用については、同項中「基礎俸給月額と特定日俸

給月額」とあるのは、「第４条第４項に規定する当該職員の属する職務の級における最

高の号俸の俸給月額と当該職員の受ける俸給月額」とする。 

３７ 異動日の前日から引き続き俸給表の適用を受ける職員（附則第３３項の規定の適用

を受ける職員に限り、附則第３５項に規定する職員を除く。）であつて、同項の規定に

よる俸給を支給される職員との権衡上必要があると認められる職員には、当分の間、当

該職員の受ける俸給月額のほか、人事委員会規則で定めるところにより、前２項の規定

に準じて算出した額を俸給として支給する。  

３８ 附則第３５項又は前項の規定による俸給を支給される職員以外の附則第３３項の規

定の適用を受ける職員であつて、任用の事情を考慮して当該俸給を支給される職員との

権衡上必要があると認められる職員には、当分の間、当該職員の受ける俸給月額のほか、

市長の定めるところにより、前３項の規定に準じて算出した額を俸給として支給する。  

３９ 附則第３３項の規定による措置は、法第２７条第２項に規定する降給とみなす。 

４０ 附則第３３項の規定による降給をする場合は、法第４９条第１項に規定する説明書

を交付しないものとする。  

４１ 附則第３３項から前項までに定めるもののほか、附則第３３項の規定による俸給月

額、附則第３５項の規定による俸給その他附則第３３項から前項までの規定の施行に関

し必要な事項は、人事委員会規則で定める。 

別表第１再任用職員以外の職員の項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」

に改め、同表再任用職員の項を次のように改める。  
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定年前再任

用短時間勤

務職員 

 

基準俸

給月額 

基準俸

給月額 

基準俸

給月額 

基準俸

給月額 

基準俸

給月額 

基準俸

給月額 

基準俸

給月額 

基準俸

給月額 

基準俸

給月額 

 円  円  円  円  円  円  円  円  円  

 184,300 211,200 254,800 274,600 289,700 315,200 356,900 390,500 441,600 

別表第２再任用職員以外の職員の項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」

に改め、同表再任用職員の項を次のように改める。  

定年前再任

用短時間勤

務職員 

 

基準俸

給月額 

基準俸

給月額 

基準俸

給月額 

基準俸

給月額 

 円  円  円  円  

 296,500 339,000 393,500 466,700 

別表第３再任用職員以外の職員の項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」

に改め、同表再任用職員の項を次のように改める。  

定年前再任

用短時間勤

務職員 

 

基準俸

給月額 

基準俸

給月額 

基準俸

給月額 

基準俸

給月額 

基準俸

給月額 

基準俸

給月額 

基準俸

給月額 

基準俸

給月額 

 円  円  円  円  円  円  円  円  

 185,200 211,300 243,200 256,500 282,100 323,000 365,100 427,100 

別表第４再任用職員以外の職員の項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」

に改め、同表再任用職員の項を次のように改める。  

定年前再任

用短時間勤

務職員 

 

基準俸

給月額 

基準俸

給月額 

基準俸

給月額 

基準俸

給月額 

基準俸

給月額 

基準俸

給月額 

基準俸

給月額 

 円  円  円  円  円  円  円  

 230,700 255,000 262,300 272,400 289,100 326,400 371,100 

別表第５再任用職員以外の職員の項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」

に改め、同表再任用職員の項を次のように改める。  

定年前再任  基準俸 基準俸 基準俸 基準俸 基準俸 基準俸 基準俸 基準俸 

-38-



 

用短時間勤 給月額 給月額 給月額 給月額 給月額 給月額 給月額 給月額 

務職員  円  円  円  円  円  円  円  円  

  236,800 248,500 252,700 288,000 305,100 319,300 342,900 378,100 

別表第６再任用職員以外の職員の項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」

に改め、同表再任用職員の項を次のように改める。  

定年前再任

用短時間勤

務職員 

 

基準俸

給月額 

基準俸

給月額 

基準俸

給月額 

基準俸

給月額 

基準俸

給月額 

基準俸

給月額 

 円  円  円  円  円  円  

 197,700 240,600 254,900 288,400 315,200 356,900 

附 則  

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。  

（職員の勤務延長に関する経過措置） 

２ この条例による改正後の新潟市給与条例（以下「改正後の条例」という。）附則第３

３項から第４１項までの規定は、地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第

６３号。以下「令和３年改正法」という。）附則第３条第５項又は第６項の規定により

勤務している職員には適用しない。 

（定年退職者等の再任用に関する経過措置）  

３ 令和３年改正法附則第４条第１項若しくは第２項又は附則第５条第１項若しくは第３

項の規定により採用された職員（以下「暫定再任用職員」という。）の俸給月額は、当

該暫定再任用職員が改正後の条例第６条の２に規定する定年前再任用短時間勤務職員（

以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）であるものとした場合に適用される改

正後の条例第４条第１項に規定する俸給表の定年前再任用短時間勤務職員の項に掲げる

基準俸給月額のうち、同条第４項に規定する当該暫定再任用職員の属する職務の級に応

じた額とする。 
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４ 令和３年改正法附則第６条第１項若しくは第２項又は附則第７条第１項若しくは第３

項の規定により採用された職員（以下「暫定再任用短時間勤務職員」という。）の俸給

月額は、当該暫定再任用短時間勤務職員が定年前再任用短時間勤務職員であるものとし

た場合に適用される改正後の条例第４条第１項に規定する俸給表の定年前再任用短時間

勤務職員の項に掲げる基準俸給月額のうち、同条第４項に規定する当該暫定再任用短時

間勤務職員の属する職務の級に応じた額に、新潟市職員の勤務時間、休暇等に関する条

例（平成７年新潟市条例第２号）第２条第３項の規定により定められた当該暫定再任用

短時間勤務職員の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得

た額とする。 

５ 暫定再任用職員及び暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみ

なして、改正後の条例第２２条第３項、第２３条第３項第２号、第２５条及び第３２条

第１項の規定を適用する。  

６ 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、改正後の条

例第１６条第２項の規定を適用する。 

７ 前各項に定めるもののほか、暫定再任用職員及び暫定再任用短時間勤務職員に関し必

要な事項は、人事委員会規則で定める。 
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議案第６３号  

   新潟市職員退職手当支給条例等の一部改正について 

 新潟市職員退職手当支給条例等の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和４年９月６日提出 

                            新潟市長 中原 八一   

   新潟市職員退職手当支給条例等の一部を改正する条例 

 （新潟市職員退職手当支給条例の一部改正） 

第１条 新潟市職員退職手当支給条例（昭和２８年新潟市条例第５４号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第２条第１項中「地方公務員法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８

条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された者を除く。」を削り、同条第２項

中「含む」の次に「。第８条第２項において「勤務日数」という」を、「１８日」の次

に「（１月間の日数（新潟市の休日を定める条例（平成元年新潟市条例第３５号）第１

条第１項各号に掲げる日の日数は、算入しない。）が２０日に満たない日数の場合にあ

つては、１８日から２０日と当該日数との差に相当する日数を減じた日数。第８条第２

項において「職員みなし日数」という。）」を加える。 

  第４条第１項第１号中「第２８条の２第１項」を「第２８条の６第１項」に、「第２

８条の３第１項」を「第２８条の７第１項」に改める。 

  第４条の２第１項第１号中「第２８条の２第１項」を「第２８条の６第１項」に、「

第２８条の３第１項」を「第２８条の７第１項」に改め、同条第２項中「前項の規定に」

を「同項の規定に」に改める。 

  第４条の１１第２項中「第６０号」の次に「。以下「給与条例」という。」を加える。 

  第５条第５項第２号中「第８条第３項」を「第８条第１項第５号」に改める。 

  第８条第２項中「職員について定められている勤務時間以上勤務した日（法令又は条

例若しくはこれに基づく規則により、勤務を要しないこととされ、又は休暇を与えられ

-41-



 
 

た日を含む。）」を「勤務日数」に、「１８日」を「職員みなし日数」に改め、同条第

４項中「、当該退職」を「当該退職」に、「支給期間」とする」を「支給期間」とし、

当該退職の日後に事業（その他実施期間が３０日未満のものその他規則で定めるものを

除く。）を開始した職員その他これに準ずるものとして規則で定める職員が規則で定め

るところにより、市長にその旨を申し出たときは、当該事業の実施期間（当該実施期間

の日数が４年から第１項及びこの項の規定により算定される期間の日数を除いた日数を

超える場合における当該超える日数を除く。）は、第１項及びこの項の規定による期間

に算入しない」に改め、同条第１１項第５号中「第４条第８項」を「第４条第９項」に

改める。  

  第１１条第１項第１号及び第５項第２号中「禁錮
こ

」を「禁錮」に改める。 

  第１２条の見出し及び同条第１項第１号中「禁錮
こ

」を「禁錮」に改め、同項第２号及

び第３号中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

  第１３条第１項各号列記以外の部分中「場合にあつては」を「場合には」に改め、同

項第１号中「禁錮
こ

」を「禁錮」に改め、同項第２号及び第３号中「再任用職員」を「定

年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

  第１５条第１項中「この条において同じ」を「この項から第６項までにおいて同じ」

に、「場合にあつては」を「場合には」に改め、同条第２項及び第３項中「場合にあつ

ては」を「場合には」に改め、同条第４項中「禁錮
こ

」を「禁錮」に、「場合にあつては」

を「場合には」に改め、同条第５項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」

に、「場合にあつては」を「場合には」に改める。 

  附則第２項から第１６項までを削る。 

附則第１７項中「旧専売公社又は旧電信電話公社」を「日本たばこ産業株式会社法（

昭和５９年法律第６９号）附則第１２条第１項の規定による解散前の日本専売公社（以

下「旧専売公社」という。）又は日本電信電話株式会社等に関する法律（昭和５９年法

律第８５号）附則第４条第１項の規定による解散前の日本電信電話公社（以下「旧電信
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電話公社」という。）」に改め、同項を附則第２項とする。 

附則第１８項中「たばこ事業法等の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」の次

に「（昭和５９年法律第７１号）」を、「日本電信電話株式会社法及び電気通信事業法

の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」の次に「（昭和５９年法律第８７号）」

を、「国家公務員等退職手当法」の次に「（昭和２８年法律第１８２号）」を加え、同

項を附則第３項とする。 

附則第１９項中「旧日本国有鉄道」を「日本国有鉄道改革法（昭和６１年法律第８７

号）附則第２項の規定による廃止前の日本国有鉄道法（昭和２３年法律第２５６号）第

１条の規定により設立された日本国有鉄道（以下「旧日本国有鉄道」という。）」に改

め、同項を附則第４項とし、附則第２０項を附則第５項とする。  

附則第２１項中「条例第４４号」を「新潟市職員退職手当支給条例の一部を改正する

条例（昭和４８年新潟市条例第４４号。以下「条例第４４号」という。）」に改め、「

第４条の４まで」の次に「及び附則第２１項から第２９項まで」を加え、「附則第２１

項」を「附則第６項」に改め、同項を附則第６項とする。 

附則第２２項中「第４条の３」の次に「及び附則第２４項」を加え、同項を附則第７

項とする。 

附則第２３項中「第４条の２」の次に「又は附則第２２項」を加え、「附則第２１項」

を「附則第６項」に改め、同項を附則第８項とする。 

附則第２４項中「附則第２５条」を「附則第１３条」に改め、同項を附則第９項とし、

附則第２５項を附則第１０項とし、附則第２６項を附則第１１項とする。 

附則第２７項中「新潟市給与条例」を「給与条例」に改め、同項を附則第１２項とす

る。 

附則第２８項中「新潟市給与条例」を「給与条例」に改め、同項を附則第１３項とす

る。 

附則第２９項中「新潟市給与条例」を「給与条例」に改め、同項を附則第１４項とし、
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附則第３０項を附則第１５項とする。 

附則第３１項中「附則第２９項」を「附則第１４項」に改め、同項を附則第１６項と

する。 

附則第３２項中「附則第２９項」を「附則第１４項」に改め、同項を附則第１７項と

する。 

附則第３３項中「附則第２９項」を「附則第１４項」に改め、同項を附則第１８項と

する。 

附則第３４項中「附則第２８項」を「附則第１３項」に改め、同項を附則第１９項と

する。 

附則第３５項中「平成３４年３月３１日」を「令和７年３月３１日」に、「第２８ま

で」を「第２８条まで」に改め、同項を附則第２０項とし、同項の次に次の９項を加え

る。 

２１ 当分の間、第４条第１項の規定は、１１年以上２５年未満の期間勤続した者であ

つて、６０歳に達した日以後その者の非違によることなく退職した者（定年の定めの

ない職を退職した者及び同項又は同条第２項の規定に該当する者を除く。）に対する

退職手当の基本額について準用する。この場合における第３条の規定の適用について

は、同条第１項中「又は第４条の２」とあるのは、「、第４条の２又は附則第２１項」

とする。  

２２ 当分の間、第４条の２第１項の規定は、２５年以上の期間勤続した者であつて、

６０歳に達した日以後その者の非違によることなく退職した者（定年の定めのない職

を退職した者及び同項又は同条第２項の規定に該当する者を除く。）に対する退職手

当の基本額について準用する。この場合における第３条の規定の適用については、同

条第１項中「又は第４条の２」とあるのは、「、第４条の２又は附則第２２項」とす

る。 

２３ 前２項の規定は、新潟市職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例（令和
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４年新潟市条例第  号）による改正前の新潟市職員の定年等に関する条例（昭和５

９年新潟市条例第５号）（以下「令和５年旧職員定年条例」という。）第３条ただし

書に規定する職員が退職した場合に支給する退職手当の基本額については適用しない。 

２４ 給与条例附則第３３項の規定による職員の俸給月額の改定は、俸給月額の減額改

定に該当しないものとする。 

２５ 当分の間、第４条第１項第３号並びに第４条の２第１項第３号、第５号及び第６

号に掲げる者に対する第４条の４及び第４条の９の規定の適用については、「定年」

とあるのは「定年（令和５年旧職員定年条例第３条ただし書に規定する職員以外の職

員にあつては６０歳とし、同条ただし書に規定する職員にあつては６５歳とする。）」

とする。  

２６ 当分の間、第４条第１項第３号並びに第４条の２第１項第３号、第５号及び６号

に掲げる者（令和５年旧職員定年条例第３条ただし書に規定する職員以外の職員に限

る。）に対する第４条の４及び第４条の９の規定の適用については、第４条の４の表

以外の部分中「６月」とあるのは「零月」と、同条の表第４条第１項及び第４条の２

第１項の項、第４条の３第１項第１号の項及び第４条の３第１項第２号の項並びに第

４条の９の表第４条の７の項、第４条の８第１号の項及び第４条の８第２号の項中「

１００分の３を超えない範囲内で規則で定める割合」とあるのは「１００分の３」と

する。 

２７ 当分の間、第４条第１項第３号並びに第４条の２第１項（第１号を除く。）に規

定する者に対する第４条の４の規定の適用については、同条の表以外の部分中「規則

で定める年齢」とあるのは「退職の日において定められているその者に係る定年（令

和５年旧職員定年条例第３条ただし書に規定する職員以外の職員にあつては６０歳と

し、同条ただし書に規定する職員にあつては６５歳とする。）から１０年を減じた年

齢」とする。  

２８ 当分の間、第４条の２第１項第２号及び第４号に掲げる者であつて、退職の日に
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おいて定められているその者に係る定年（令和５年旧職員定年条例第３条ただし書に

規定する職員以外の職員にあつては６０歳とし、同条ただし書に規定する職員にあつ

ては６５歳とする。）に達する日前に退職したときにおける第４条の４及び第４条の

９の規定の適用については、第４条の４の表第４条第１項及び第４条の２第１項の項、

第４条の３第１項第１号の項及び第４条の３第１項第２号の項並びに第４条の９の表

第４条の７の項、第４条の８第１号の項及び第４条の８第２号の項中「１００分の３

を超えない範囲内で規則で定める割合」とあるのは、「退職の日において定められて

いるその者に係る定年（令和５年旧職員定年条例第３条ただし書に規定する職員以外

の職員にあつては６０歳とし、同条ただし書に規定する職員にあつては６５歳とす

る。）と退職の日におけるその者の年齢との差に相当する年数（以下この項において

「改正前定年前年数」という。）に１００分の３を乗じて得た割合を改正前定年前年

数で除して得た割合」とする。  

２９ 当分の間、第４条の２第１項第２号及び第４号に掲げる者であつて、退職の日に

おいて定められているその者に係る定年（令和５年旧職員定年条例第３条ただし書に

規定する職員以外の職員の定年に限る。）に達した日以後に退職したときにおける第

４条の４及び第４条の９の規定の適用については、第４条の４の表第４条第１項及び

第４条の２第１項の項、第４条の３第１項第１号の項及び第４条の３第１項第２号の

項並びに第４条の９の表第４条の７の項、第４条の８第１号の項及び第４条の８第２

号の項中「１００分の３を超えない範囲内で規則で定める割合」とあるのは、「１０

０分の２を退職の日において定められているその者に係る定年と退職の日におけるそ

の者の年齢との差に相当する年数で除して得た割合」とする。 

（新潟市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 新潟市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例（昭和４８年新潟市条例第４

４号）の一部を次のように改正する。 

  附則第５項中「第４条の２まで」の次に「又は附則第２１項若しくは第２２項」を、
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「第４条の４まで」の次に「及び附則第２１項から第２９項まで」を加える。 

  附則第６項中「第４条の３」の次に「及び附則第２４項」を加える。  

  附則第７項中「第４条の２」の次に「又は附則第２２項」を加える。  

 （新潟市職員退職手当支給条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第３条 新潟市職員退職手当支給条例等の一部を改正する条例（平成１５年新潟市条例第

４８号）の一部を次のように改正する。 

  附則第１２項中「附則第２１項」を「附則第６項」に改める。 

 （新潟市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第４条 新潟市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例（平成１８年新潟市条例第１

８号）の一部を次のように改正する。 

  附則第２条第１項中「附則第２１項から第２３項まで」を「附則第６項から第８項ま

で」に改める。 

（施行期日等） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第１条中第２条第２項、第５

条第５項第２号、第８条第２項、第４項及び第１１項第５号並びに附則第２４項及び第

３５項の改正規定並びに附則第４項の規定は、令和４年１０月１日から施行する。  

２ 第１条の規定による改正後の新潟市職員退職手当支給条例（以下「新条例」という。）

第８条第４項及び附則第４項の規定は、令和４年７月１日から適用する。 

（経過措置） 

３ 暫定再任用職員（地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）附則

第４条第１項若しくは第２項、第５条第１項若しくは第３項、第６条第１項若しくは第

２項又は第７条第１項若しくは第３項の規定により採用された職員をいう。）に対する

新条例第２条第１項の規定の適用については、同項中「（以下「職員」という。）」と

あるのは、「（地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）附則第４

条第１項若しくは第２項、第５条第１項若しくは第３項、第６条第１項若しくは第２項
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又は第７条第１項若しくは第３項の規定により採用された職員を除く。以下「職員」と

いう。）」とする。 

４ 新条例第８条第４項の規定は、令和４年７月１日以後に同項の事業を開始した職員そ

の他これに準ずるものとして同項の規則で定める職員に該当するに至った者について適

用する。  
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議案第６４号  

   新潟市教育職員給与条例等の一部改正について 

 新潟市教育職員給与条例等の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和４年９月６日提出 

                            新潟市長 中原 八一   

   新潟市教育職員給与条例等の一部を改正する条例 

 （新潟市教育職員給与条例の一部改正） 

第１条 新潟市教育職員給与条例（昭和３４年新潟市条例第１７号）の一部を次のように

改正する。 

  第２条中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に、「再任用短時間勤務

職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

第７条の見出し中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同条第

１項中「法第２８条の４第１項又は第２８条の５第１項の規定により採用された職員（

以下「再任用職員」という。）」を「定年前再任用短時間勤務職員」に、「再任用職員

の欄に掲げる俸給月額」を「定年前再任用短時間勤務職員の項に掲げる基準俸給月額」

に、「その者の属する職務の級に応じた額」を「その者の属する職務の級に応じた額に、

教育職員勤務時間条例第３条において準用する勤務時間条例第２条第３項の規定により

定められたその者の１週間当たりの勤務時間を３８時間４５分で除して得た数を乗じて

得た額」に改め、同条第２項を削る。 

  第２３条第２項及び第２９条（見出しを含む。）中「再任用職員」を「定年前再任用

短時間勤務職員」に改める。 

  附則に次の１０項を加える。  

  （定年の引上げに伴う経過措置） 

２２ 当分の間、職員の俸給月額は、当該職員が６０歳に達した日後における最初の４

月１日（附則第２４項において「特定日」という。）以後、当該職員に適用される俸
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給表の俸給月額のうち、第４条第３項に規定する当該職員の属する職務の級並びに第

５条において準用する給与条例第５条及び第６条において準用する給与条例第６条の

規定により当該職員の受ける号俸に応じた額（俸給の切替えに伴う経過措置として、

この条例その他の条例の規定において、異なる俸給月額の定めがある場合は当該俸給

月額）に１００分の７０を乗じて得た額とする。この場合において、当該額に、５０

円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５０円以上１００円未満の端数を生じ

たときはこれを１００円に切り上げるものとする。  

２３ 前項の規定は、次に掲げる職員には、適用しない。 

（１） 臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用される職員及

び非常勤職員 

  （２） 新潟市職員の定年等に関する条例（昭和５９年新潟市条例第５号。以下この

項において「定年条例」という。）第９条第１項又は第２項の規定により同条第１

項に規定する異動期間（同項又は同条第２項の規定により延長された期間を含む。）

を延長された定年条例第６条第１項各号に掲げる職を占める職員  

（３） 定年条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務している職員（定年条例

第２条に規定する定年退職日において前項の規定が適用されていた職員を除く。）  

２４ 法第２８条の２第１項に規定する他の職への降任又は転任（降給を伴う転任に限

る。以下この項において同じ。）をされた職員であつて、当該他の職への降任又は転

任をされた日（以下この項及び附則第２６項において「異動日」という。）の前日か

ら引き続き同一の俸給表の適用を受ける職員のうち、特定日に附則第２２項の規定に

より当該職員の受ける俸給月額（以下この項において「特定日俸給月額」という。）

が異動日の前日に当該職員が受けていた俸給月額に１００分の７０を乗じて得た額（

当該額に、５０円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５０円以上１００円未

満の端数を生じたときはこれを１００円に切り上げるものとする。以下この項におい

て「基礎俸給月額」という。）に達しないこととなる職員（人事委員会規則で定める
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職員を除く。）には、当分の間、特定日以後、同項の規定により当該職員の受ける俸

給月額のほか、基礎俸給月額と特定日俸給月額との差額に相当する額を俸給として支

給する。  

２５ 前項の規定による俸給の額と当該俸給を支給される職員の受ける俸給月額との合

計額が第４条第３項に規定する当該職員の属する職務の級における最高の号俸の俸給

月額を超える場合における前項の規定の適用については、同項中「基礎俸給月額と特

定日俸給月額」とあるのは、「第４条第３項に規定する当該職員の属する職務の級に

おける最高の号俸の俸給月額と当該職員の受ける俸給月額」とする。 

２６ 異動日の前日から引き続き俸給表の適用を受ける職員（附則第２２項の規定の適

用を受ける職員に限り、附則第２４項に規定する職員を除く。）であつて、同項の規

定による俸給を支給される職員との権衡上必要があると認められる職員には、当分の

間、当該職員の受ける俸給月額のほか、人事委員会規則で定めるところにより、前２

項の規定に準じて算出した額を俸給として支給する。 

２７ 附則第２４項又は前項の規定による俸給を支給される職員以外の附則第２２項の

規定の適用を受ける職員であつて、任用の事情を考慮して当該俸給を支給される職員

との権衡上必要があると認められる職員には、当分の間、当該職員の受ける俸給月額

のほか、教育委員会の定めるところにより、前３項の規定に準じて算出した額を俸給

として支給する。 

２８ 附則第２４項又は前２項の規定による俸給を支給される職員に対する第２４条の

規定の適用については、同条中「俸給月額」とあるのは「俸給月額と附則第２４項、

附則第２６項又は附則第２７項の規定による俸給の額との合計額」とする。 

２９ 附則第２２項の規定による措置は、法第２７条第２項に規定する降給とみなす。  

３０ 附則第２２項の規定による降給をする場合は、法第４９条第１項に規定する説明

書を交付しないものとする。 

３１ 附則第２２項から前項までに定めるもののほか、附則第２２項の規定による俸給
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月額、附則第２４項の規定による俸給その他附則第２２項から前項までの規定の施行

に関し必要な事項は、人事委員会規則で定める。 

別表第１のうち教育職俸給表（１）再任用職員以外の職員の項中「再任用職員」を「

定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同表再任用職員の項を次のように改める。  

定年前   基準俸給 基準俸給 基準俸給 基準俸給 基準俸給 

再任用   月額 月額 月額 月額 月額 

短時間   円 円 円 円 円 

勤務職  

234,000 274,300 303,000 331,100 415,200 
員   

別表第１のうち教育職俸給表（２）再任用職員以外の職員の項中「再任用職員」を「

定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同表再任用職員の項を次のように改める。  

定年前   基準俸給 基準俸給 基準俸給 基準俸給 基準俸給 

再任用   月額 月額 月額 月額 月額 

短時間   円 円 円 円 円 

勤務職  

225,200 271,100 298,100 324,400 405,200 
員   

 （新潟市義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例の一部改

正） 

第２条 新潟市義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例（昭

和４６年新潟市条例第４２号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第２項中「地方公務員法第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職」を「

短時間勤務の職（地方公務員法第２２条の４第１項に規定する短時間勤務の職をい

う。）」に改める。 

  附則に次の２項を加える。 

  （定年引上げに伴う経過措置） 

-52-



 

２ 教育職員給与条例附則第２２項の適用を受ける職員の教職調整額の計算の基礎とな

る俸給月額は、同項の規定により算出された額とする。 

３ 教育職員給与条例附則第２４項、第２６項又は第２７項の規定による俸給を支給さ

れる職員の教職調整額の計算の基礎となる俸給月額は、前項の規定による俸給月額と

これらの規定による俸給の額との合計額とする。 

（新潟市教育職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正）  

第３条 新潟市教育職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成２８年新潟市条例第５８

号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中「地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の５第１項に規定す

る短時間勤務の職」を「短時間勤務の職（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）

第２２条の４第１項に規定する短時間勤務の職をいう。）」に改める。 

 （新潟市教育職員退職手当支給条例の一部改正）  

第４条 新潟市教育職員退職手当支給条例（平成２８年新潟市条例第６０号）の一部を次

のように改正する。 

第２条中「（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の４第１項又は第

２８条の５第１項の規定により採用された者を除く。）」を削る。 

   附 則  

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。  

（新潟市教育職員給与条例の一部改正に伴う職員の勤務延長に関する経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の新潟市教育職員給与条例（次項から第５項までにおいて

「改正後の教育職員給与条例」という。）附則第２２項から第３１項までの規定は、地

方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号。以下「令和３年改正法」と

いう。）附則第３条第５項又は第６項の規定により勤務している職員には、適用しない。 

（新潟市教育職員給与条例の一部改正に伴う定年退職者等の再任用に関する経過措置）  
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３ 令和３年改正法附則第４条第１項若しくは第２項又は附則第５条第１項若しくは第３

項の規定により採用された職員（以下「暫定再任用職員」という。）の俸給月額は、当

該暫定再任用職員が改正後の教育職員給与条例第７条に規定する定年前再任用短時間勤

務職員（以下この項から附則第５項までにおいて「定年前再任用短時間勤務職員」とい

う。）であるものとした場合に適用される改正後の教育職員給与条例第４条第１項に規

定する俸給表の定年前再任用短時間勤務職員の項に掲げる基準俸給月額のうち、同条第

３項に規定する当該暫定再任用職員の属する職務の級に応じた額とする。 

４ 令和３年改正法附則第６条第１項又は第２項の規定により採用された職員（以下「暫

定再任用短時間勤務職員」という。）の俸給月額は、当該暫定再任用短時間勤務職員が

定年前再任用短時間勤務職員であるものとした場合に適用される改正後の教育職員給与

条例第４条第１項に規定する俸給表の定年前再任用短時間勤務職員の項に掲げる基準俸

給月額のうち、同条第３項に規定する当該暫定再任用短時間勤務職員の属する職務の級

に応じた額に、新潟市教育職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成２８年新潟市条

例第５８号）第３条において準用する新潟市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平

成７年新潟市条例第２号）第２条第３項の規定により定められた当該暫定再任用短時間

勤務職員の１週間当たりの勤務時間を３８時間４５分で除して得た数を乗じて得た額と

する。 

５ 暫定再任用職員及び暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみ

なして、改正後の教育職員給与条例第２１条において準用する新潟市給与条例の一部を

改正する条例（令和４年新潟市条例第  号）による改正後の新潟市給与条例（昭和３

２年新潟市条例第６０号）（以下この項において「改正後の新潟市給与条例」とい

う。）第２２条第３項第２号、改正後の教育職員給与条例第２２条において準用する改

正後の新潟市給与条例第２３条第３項第２号及び改正後の教育職員給与条例第２９条の

規定を適用する。 

６ 前各項に定めるもののほか、暫定再任用職員及び暫定再任用短時間勤務職員に関し必
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要な事項は、人事委員会規則で定める。 

（新潟市教育職員退職手当支給条例の一部改正に伴う経過措置）  

７ 令和３年改正法附則第４条第１項若しくは第２項、附則第５条第１項若しくは第３項、

附則第６条第１項若しくは第２項又は附則第７条第１項若しくは第３項の規定により採

用された職員に対する第４条の規定による改正後の新潟市教育職員退職手当支給条例第

２条の規定の適用については、同条中「常時勤務に服する職員」とあるのは、「常時勤

務に服する職員（地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）附則第

４条第１項若しくは第２項、附則第５条第１項若しくは第３項、附則第６条第１項若し

くは第２項又は附則第７条第１項若しくは第３項の規定により採用された職員を除

く。）」とする。 
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議案第６５号  

   新潟市水道局企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正について 

 新潟市水道局企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部を改正する条例を次の

ように制定するものとする。 

  令和４年９月６日提出 

                            新潟市長 中原 八一 

   新潟市水道局企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部を改正する条例  

 新潟市水道局企業職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和３２年新潟市条例第８

４号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１項中「地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）第

２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職」を「短時間勤務の職（地方公務員法（昭和

２５年法律第２６１号。以下「法」という。）第２２条の４第１項に規定する短時間勤務

の職をいう。）」に改める。 

 第１８条の見出し中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同条第

１項中「第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第２

項」を「第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項」に改める。 

   附 則  

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。  

 （定年退職者等の再任用に関する経過措置） 

２ 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）附則第４条第１項若し

くは第２項、第５条第１項若しくは第３項、第６条第１項若しくは第２項又は第７条第

１項若しくは第３項の規定により採用された職員については、第４条、第４条の４及び

第１４条の規定は、適用しない。  
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議案第６６号  

   新潟市民病院職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正について 

 新潟市民病院職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部を改正する条例を次のよう

に制定するものとする。 

  令和４年９月６日提出  

                            新潟市長 中原 八一 

   新潟市民病院職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部を改正する条例 

新潟市民病院職員の給与の種類及び基準を定める条例（平成１９年新潟市条例第８２号）  

の一部を次のように改正する。 

第２条第１項中「地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）第

２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職」を「短時間勤務の職（地方公務員法（昭和

２５年法律第２６１号。以下「法」という。）第２２条の４第１項に規定する短時間勤務

の職をいう。）」に改める。 

第２６条の見出し中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同条第

１項中「第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第２

項」を「第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項」に改める。 

   附 則  

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。  

 （定年退職者等の再任用に関する経過措置） 

２ 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）附則第４条第１項若し

くは第２項、第５条第１項若しくは第３項、第６条第１項若しくは第２項又は第７条第

１項若しくは第３項の規定により採用された職員については、第６条、第８条及び第１

８条の規定は、適用しない。 
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議案第６７号  

   新潟市立図書館条例の一部改正について 

 新潟市立図書館条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和４年９月６日提出 

                            新潟市長 中原 八一 

   新潟市立図書館条例の一部を改正する条例 

 新潟市立図書館条例（平成１９年新潟市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

 第１１条第１項中「別表第１」を「別表」に改め、同条第２項及び第３項を削る。 

第１２条第２項を削る。 

別表第２を削り、別表第１を別表とする。 

   附 則  

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。  

（経過措置） 

２ 改正前の新潟市立図書館条例第１１条第３項の規定により発行したプリペイド・カー

ドは、令和６年３月３１日までの間は従前のとおり使用できるものとする。 
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議案第６８号  

   新潟市建築関係手数料条例の一部改正について 

 新潟市建築関係手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和４年９月６日提出 

                            新潟市長 中原 八一 

   新潟市建築関係手数料条例の一部を改正する条例 

 新潟市建築関係手数料条例（平成２１年新潟市条例第３３号）の一部を次のように改正

する。 

別表３７の項中「第８５条第５項」を「第８５条第６項」に改め、同表３８の項中「第

８５条第６項」を「第８５条第７項」に改め、同表５０の項中「第８７条の３第５項」を

「第８７条の３第６項」に改め、同表５１の項中「第８７条の３第６項」を「第８７条の

３第７項」に改め、同表５５の項事務の種類の欄を次のように改める。 

５５ 次に掲げる認定の申請に対する審査（確認書等の写し

を当該申請に添付した場合における審査に限る。）  

（１） 長期優良住宅普及促進法第５条第１項から第３項

までの規定による長期優良住宅建築等計画の認定（増築

又は改築をしようとする住宅で、かつ、新築時に長期優

良住宅建築等計画の認定を受けていない住宅の認定に限

る。） 

（２） 長期優良住宅普及促進法第５条第６項の規定によ

る長期優良住宅維持保全計画の認定 

別表５６の項事務の種類の欄を次のように改める。  

５６ 次に掲げる認定の申請に対する審査（確認書等の写し

を当該申請に添付した場合における審査に限る。） 
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（１） 長期優良住宅普及促進法第５条第５項の規定によ

る長期優良住宅建築等計画の認定（増築又は改築をしよ

うとする住宅で、かつ、新築時に長期優良住宅建築等計

画の認定を受けていない住宅の認定に限る。） 

（２） 長期優良住宅普及促進法第５条第７項の規定によ

る長期優良住宅維持保全計画の認定 

別表５９の項事務の種類の欄を次のように改める。 

５９ 長期優良住宅普及促進法第８条第１項に規定する、次

に掲げる認定の申請に対する審査（確認書等の写しを当該

申請に添付した場合における審査に限る。）  

（１） 増築又は改築時に認定を受けた長期優良住宅建築

等計画の変更の認定（同法第５条第１項から第３項まで

の規定に基づく認定を受けたものに限り、同法第９条第

１項の規定による申請に係るものを除く。）  

（２） 長期優良住宅維持保全計画の変更の認定（同法第

５条第６項の規定に基づく認定を受けたものに限る。） 

別表６０の項事務の種類の欄を次のように改める。 

６０ 長期優良住宅普及促進法第８条第１項に規定する、次

に掲げる認定の申請に対する審査（確認書等の写しを当該

申請に添付した場合における審査に限る。）  

（１） 増築又は改築時に認定を受けた長期優良住宅建築

等計画の変更の認定（同法第５条第５項の規定に基づく

認定を受けたものに限る。） 

（２） 長期優良住宅維持保全計画の変更の認定（同法第 
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５条第７項の規定に基づく認定を受けたものに限る。） 

   附 則  

 この条例は、令和４年１０月１日から施行する。  
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議案第６９号  

新潟市と燕市の境界変更の申請について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７条第１項の規定により、新潟市と燕市との

境界を別紙のとおり変更することを新潟県知事に申請するものとする。 

令和４年９月６日提出 

新潟市長 中原 八一   
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別 紙 

 

新潟市に編入する区域 

 

  燕市吉田本町字乱橋６６９の１から６６９の３まで、６７０の１から６７０の５ま

で、６７１の１から６７１の５まで、６７２の１から６７２の３まで、６７３の１か

ら６７３の８まで、６７４の１の一部、６７４の２の一部、６７４の３の一部、６７

４の４の一部、６７４の５の一部、６８４の１の一部、６８５の１の一部、６８５の

２、６８５の３、６８５の５、６８６の１の一部、６８６の２、６８６の３、６８６

の５、６８６の６、６８７の１、６８７の２の一部、６８７の３の一部、６８７の６

の一部、６８７の７の一部、６８８の１の一部、６８８の４の一部及びこれらの区域

に隣接介在する道路、水路である公有地の一部 

 

燕市に編入する区域 

 

  新潟市西蒲区原字ヒラキ６３５の１、６３５の３から６３５の６まで、１１９９の

１、１１９９の３から１１９９の６まで、１２００の１、１２００の３から１２００

の６まで、１２０１の１、１２０１の３から１２０１の６まで、１２０２の１、１２

０２の３、１２０２の４、１２０３の１、１２０３の３、１２０３の４、１２０４の

１、１２０４の３から１２０４の５まで、１２０６、１２０７の１の一部、１２１４

の一部、１２１５の一部及びこれらの区域に隣接する道路、水路である公有地の一部

並びに１２１０、１２１１の一部に隣接する水路である公有地の全部、津雲田字古屋

敷４５の１の地先の道路である公有地の一部 
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議案第７０号  

   町（字）の区域及び名称の変更について      

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により、本市区域内の 

町（字）の区域及びその名称を次のように変更し、土地改良法（昭和２４年法律第１９５

号）第８９条の２第１０項において準用する同法第５４条第４項の規定による換地処分の

公告のあった日の翌日から施行するものとする。 

  令和４年９月６日提出 

新潟市長  中原 八一   

町（字）の区域及び名称変更調書 

変  更  前 変更後 

町 字 地   番 町 

吉田本町 

 

乱橋 

 

６６９の１から６６９の３まで、 

６７０の１から６７０の５まで、 

６７１の１から６７１の５まで、 

６７２の１から６７２の３まで、 

６７３の１から６７３の８まで、 

６７４の１から６７４の５までの各一部、 

６８４の１の一部、６８５の１の一部、６８５の２、

６８５の３、６８５の５、６８６の１の一部、 

６８６の２、６８６の３、６８６の５、６８６の６、 

６８７の１、６８７の２の一部、６８７の３の一部、

６８７の６の一部、６８７の７の一部、 

６８８の１の一部、６８８の４の一部 

 

原 

 

-64-



 

原 ヒラキ １２０７の１の一部、 

１２０７の５から１２０７の８まで、 

１２０８の１の一部、１２０８の３、１２０８の４、

１２１０から１２１２まで、１２１３の１、 

１２１３の２、１２１４の一部、１２１５の一部 

 

原 

原字ヒラキ１２０７の１、１２０８の１、１２１０から１２１２まで、 

１２１３の１、１２１４、１２１５及び吉田本町字乱橋６７１の１、 

６７２の１、６７３の１の地先の津雲田字古屋敷の道路である公有地の一部 

 

原 ヒラキ １２０８の１の一部 

 

津雲田 

原字ヒラキ１２０８の１の地先の津雲田字古屋敷の道路である公有地の一部 

 

及び当該変更に伴う公有地を含む  
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① ② 

① 

① 

③ 

③ ⑤ 

⑤ 

④ 

町（字）の区域及び名称変更区域図 

町 字 町 字

① 原 ヒラキ 原

② 原 ヒラキ 津雲田

③ 津雲田 古屋敷 原

④ 津雲田 古屋敷 津雲田

⑤ 吉田本町 乱橋 原

番
号

変更前 変更後

-

116 

変更予定区域線

旧町（字）区域線

は　　ん　　例

縮尺　　１：２，５００



 

議案第７１号  

   下越福祉行政組合の共同処理する事務の変更及び規約の変更について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、下越福祉行政

組合の共同処理する事務を変更し、下越福祉行政組合規約の一部を次のとおり変更するも

のとする。 

  令和４年９月６日提出 

                            新潟市長 中原 八一 

   下越福祉行政組合規約の一部を変更する規約 

 下越福祉行政組合規約（昭和３５年新潟県指令地第１７０７号）の一部を次のように変

更する。 

 第３条第１項中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第３号の次に次の１号を加

える。 

（４） 組合が設置する法第５１条の２０第１項に規定する特定相談支援事業所におい

て行う法第５条第１８項に規定する特定相談支援事業に関する事務 

   附 則  

 この規約は、令和５年４月１日から施行する。 
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議案第７２号 

市道路線の認定及び廃止について 

次のとおり市道路線の認定及び廃止をするものとする。 

令和４年９月６日提出 

新潟市長 中原 八一   

１ 認定する路線 

図面 

番号 

路 線 名 
起     点 

重要な経過地 

終     点 

１ 
北５－ 

８６号線 

新潟市北区松浜東町一丁目 3389 番 264 地先 新潟市北区松浜東町一丁

目 3389 番 263 地先 新潟市北区松浜東町一丁目 3389 番 260 地先 

２ 
豊栄１－ 

９２０号線 

新潟市北区木崎字浦潟 1192 番 1 地先 新潟市北区木崎字浦潟

1206 番 7 地先 新潟市北区木崎字浦潟 1193 番 6 地先 

３ 
東１－ 

１９５号線 

新潟市東区船江町二丁目 263 番 93 地先 新潟市東区船江町二丁目

263 番 97 地先 新潟市東区船江町二丁目 263 番 102 地先 

３ 
東１－ 

１９６号線 

新潟市東区船江町二丁目 263 番 77 地先 新潟市東区船江町二丁目

263 番 80 地先 新潟市東区船江町二丁目 263 番 85 地先 

３ 
東１－ 

１９７号線 

新潟市東区船江町二丁目 263 番 58 地先 新潟市東区船江町二丁目

263 番 62 地先 新潟市東区船江町二丁目 263 番 66 地先 

４ 
東８－ 

３４０号線 

新潟市東区東中野山六丁目 149 番 13 地先 新潟市東区東中野山六丁

目 149 番 18 地先 新潟市東区東中野山六丁目 149 番 21 地先 

５ 
南４－ 

１６１号線 

新潟市中央区女池四丁目 733 番 2 地先 新潟市中央区女池五丁目

879 番地先 新潟市中央区女池六丁目 1571 番 43 地先 

５ 
南７－ 

２０７号線 

新潟市中央区親松字太田 101 番 4 地先 新潟市中央区親松字太田

102 番 24 地先 新潟市中央区親松字太田 102 番 56 地先 

５ 
南７－ 

４３０号線 

新潟市中央区親松字居付 64 番 23 地先 新潟市中央区親松字居付

64 番 21 地先 新潟市中央区親松字居付 64 番 17 地先 
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図面 

番号 

路 線 名 
起     点 

重要な経過地 

終     点 

６ 
南７－ 

４３１号線 

新潟市中央区神道寺南一丁目 175 番 67 地先 新潟市中央区神道寺南一

丁目 175 番 64 地先 新潟市中央区神道寺南一丁目 175 番 57 地先 

７ 
東８－ 

２４３号線 

新潟市江南区西野字上田 965 番 3 地先 新潟市江南区西野字上田

916 番 1 地先 新潟市江南区西野字古境 907 番 2 地先 

７ 
東８－ 

２４４号線 

新潟市江南区西野字古境 1030 番 4 地先 新潟市江南区江口字中作

19 番 3 地先 新潟市江南区江口字中作 82 番 3 地先 

７ 
東８－ 

２７４号線 

新潟市江南区江口字中作 183 番 9 地先 新潟市江南区江口字諏訪

浦 460 番 1 地先 新潟市江南区江口字諏訪浦 498 番 21 地先 

７ 
東８－ 

３０４号線 

新潟市江南区江口字諏訪浦 579 番 1 地先 新潟市江南区江口字諏訪

浦 579 番 1 地先 新潟市江南区江口字諏訪浦 579 番 1 地先 

８ 
横越１－ 

３０９号線 

新潟市江南区横越川根町四丁目 5272 番 4 地先 新潟市江南区横越川根町

四丁目 5272 番 8 地先 新潟市江南区横越川根町四丁目 5276 番 2 地先 

９ 
亀田１－ 

７０１号線 

新潟市江南区長潟一丁目 195 番 1 地先 新潟市江南区長潟一丁目

195 番 1 地先 新潟市江南区長潟一丁目 195 番 1 地先 

１０ 
東金沢 

第３号線 

新潟市秋葉区東金沢 923 番 1 地先 新潟市秋葉区東金沢 539

番 1 地先 新潟市秋葉区東金沢 184 番 2 地先 

１０ 
新津２－ 

６７７号線 

新潟市秋葉区飯柳 414 番 1 地先 新潟市秋葉区飯柳 413番 2 

地先 新潟市秋葉区飯柳 411 番 2 地先 

１０ 
新津２－ 

６９２号線 

新潟市秋葉区東金沢 1267 番 3 地先 新潟市秋葉区東金沢 1217

番 1 地先 新潟市秋葉区東金沢 974 番 2 地先 

１０ 
新津２－ 

６９４号線 

新潟市秋葉区東金沢 265 番 1 地先 新潟市秋葉区飯柳 479番 2

地先 新潟市秋葉区飯柳 475 番 1 地先 

１０ 
新津２－ 

７２４号線 

新潟市秋葉区東金沢 53 番地先 新潟市秋葉区東金沢 54 番

地先 新潟市秋葉区東金沢 73 番 1 地先 
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図面 

番号 

路 線 名 
起     点 

重要な経過地 

終     点 

１１ 
白根２－ 

３８８号線 

新潟市南区高井興野字堀内 141 番 3 地先 新潟市南区高井興野字堀

内 149 番 13 地先 新潟市南区高井興野字堀内 152 番 1 地先 

１２ 
西南２－ 

７４号線 

新潟市西区五十嵐三の町北 10284 番 3 地先 新潟市西区五十嵐三の町

北 10258 番 3 地先 新潟市西区五十嵐三の町北 10242 番 2 地先 

１２ 
西南５－ 

１８３号線 

新潟市西区内野西二丁目 3315 番 17 地先 新潟市西区内野西二丁目

3315 番 7 地先 新潟市西区内野西二丁目 3315 番 5 地先 

１３ 
西南５－ 

１８２号線 

新潟市西区中権寺字三倍 2333 番 1 地先 新潟市西区中権寺字三倍

2335 番 8 地先 新潟市西区中権寺字三倍 2335 番 11 地先 

１４ 
西２－ 

３０７号線 

新潟市西区寺尾西五丁目 5960 番 595 地先 新潟市西区寺尾西五丁目

5960 番 1215 地先 新潟市西区寺尾西五丁目 5960 番 593 地先 

１４ 
西５－ 

２８５号線 

新潟市西区坂井東二丁目 2581 番 5 地先 新潟市西区坂井東二丁目

2575 番 1 地先 新潟市西区坂井東二丁目 2569 番 1 地先 

１５ 
西４－ 

１９４号線 

新潟市西区坂井字村上 722 番 27 地先 新潟市西区坂井字村 上

722 番 4 地先 新潟市西区坂井字村上 722 番 20 地先 

１５ 
西４－ 

１９５号線 

新潟市西区坂井三丁目 1070 番 1 地先 新潟市西区坂井三丁 目

1067 番 5 地先 新潟市西区坂井三丁目 1067 番 8 地先 

１６ 
黒埼２－ 

１６８号線 

新潟市西区大潟字大潟 283 番 4 地先 新潟市西区大潟字大 潟

319 番 3 地先 新潟市西区大潟字大潟 323 番 3 地先 

１７ 
黒埼２－ 

１６９号線 

新潟市西区木場字本田 1616 番 1 地先 新潟市西区木場字本 田

1617 番地先 新潟市西区大野町 2804 番地先 

１８ 
巻２－ 

８１号線 

新潟市西蒲区巻乙 13 番地先 新潟市西蒲区巻乙 13 番 6

地先 新潟市西蒲区巻乙 13 番 9 地先 
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２ 廃止する路線 

図面 

番号 

路 線 名 
起     点 

重要な経過地 

終     点 

１９ 
北２－ 

９７９号線 

新潟市北区太夫浜字上浜山 1225 番地先 新潟市北区太夫浜字上浜

山 1210 番地先 新潟市北区太夫浜字上浜山 1189 番地先 

１９ 
北２－ 

９８０号線 

新潟市北区太夫浜字上浜山 1133 番地先 新潟市北区太夫浜字上浜

山 1330 番地先 新潟市北区太夫浜字新割 1772 番地先 

１９ 
北２－ 

９８１号線 

新潟市北区太夫浜字新割 199 番 1 地先 新潟市北区太夫浜字新割

196 番 3 地先 新潟市北区太夫浜字新割 192 番 1 地先 

２０ 
東１― 

１２９号線 

新潟市東区船江町一丁目 29 番 6 地先 新潟市東区船江町一丁目

29 番 6 地先 新潟市東区船江町一丁目 29 番 6 地先 

２１ 
南７－ 

２０７号線 

新潟市中央区親松字太田 102 番 1 地先 新潟市中央区親松字太田

102 番 1 地先 新潟市中央区親松字太田 111 番 1 地先 

２２ 
東８－ 

２４３号線 

新潟市江南区西野字上田 998 番 1 地先 新潟市江南区江口字中作

82 番 3 地先 新潟市江南区江口字諏訪浦 534 番 4 地先 

２２ 
東８－ 

２４４号線 

新潟市江南区江口字諏訪浦 571 番 1 地先 新潟市江南区江口字諏訪

浦 571 番 1 地先 新潟市江南区江口字諏訪浦 610 番 1 地先 

２２ 
東８－ 

２７４号線 

新潟市江南区江口字諏訪浦 503 番 2 地先 新潟市江南区江口字諏訪

浦 577 番 1 地先 新潟市江南区江口字諏訪浦 608 番 1 地先 

２２ 
東８－ 

３０４号線 

新潟市東区江口字諏訪浦 546 番 2 地先 新潟市江南区江口字諏訪

浦 522 番 1 地先 新潟市江南区江口字諏訪浦 585 番 2 地先 

２３ 
亀田１－ 

３０１号線 

新潟市江南区大字泥潟字下西 250 番地先 新潟市江南区大字泥潟字

下西 241 番地先 新潟市江南区大字泥潟字下西 241 番地先 

２３ 
亀田１－ 

３０３号線 

新潟市江南区大字泥潟字下西 272 番地先 新潟市江南区大字泥潟字

下西 265 番地先 新潟市江南区大字泥潟字下西 265 番地先 
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図面 

番号 

路 線 名 
起     点 

重要な経過地 

終     点 

２４ 
東金沢 

第３号線 

新潟市秋葉区東金沢 923 番 1 地先 新潟市秋葉区東金沢 214

番 1 地先 新潟市秋葉区東金沢 214 番 1 地先 

２４ 
新津２－ 

６７７号線 

新潟市秋葉区飯柳 424 番 3 地先 新潟市秋葉区飯柳 411番 2

地先 新潟市秋葉区飯柳 411 番 2 地先 

２４ 
新津２－ 

６８０号線 

新潟市秋葉区飯柳 2275 番 1 地先 新潟市秋葉区飯柳 1861 番

地先 新潟市秋葉区飯柳 1861 番地先 

２４ 
新津２－ 

６９２号線 

新潟市秋葉区東金沢 1101 番 1 地先 新潟市秋葉区飯柳 424番 1

地先 新潟市秋葉区飯柳 424 番 1 地先 

２４ 
新津２－ 

６９４号線 

新潟市秋葉区東金沢 271 番地先 新潟市秋葉区飯柳 475番 1

地先 新潟市秋葉区飯柳 475 番 1 地先 

２４ 
新津２－ 

７２４号線 

新潟市秋葉区大安寺 511 番地先 新潟市秋葉区東金沢 97 番

地先 新潟市秋葉区東金沢 97 番地先 

２４ 
新津２－ 

７９４号線 

新潟市秋葉区大関 789 番地先 新潟市秋葉区大関 790 番

地先 新潟市秋葉区大関 790 番地先 

２５ 
白根２－ 

３８８号線 

新潟市南区高井興野 143 番 1 地先 新潟市南区高井興野 149

番 5 地先 新潟市南区高井興野 149 番 5 地先 

２６ 
西南２－ 

７４号線 

新潟市西区五十嵐三の町 10284 番 1 地先 新潟市西区五十嵐三の町

10245 番地先 新潟市西区五十嵐三の町 10241 番 2 地先 

２６ 
西１－ 

９９５号線 

新潟市西区五十嵐二の町 8823 番地先 新潟市西区五十嵐二の町

8823 番地先 新潟市西区五十嵐二の町 8823 番地先 

２７ 
巻２－ 

８１号線 

新潟市西蒲区巻乙 13 番地先 新潟市西蒲区巻 15 番地先 

新潟市西蒲区巻 15 番地先 
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１ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

北５－８６号線

松浜病院

新

井

郷

川

分

水

路



２ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

豊栄１－９２０号線

木崎小



３ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

①東１－１９５号線

②東１－１９６号線

③東１－１９７号線

新潟空港

②① ③



４ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

東８－３４０号線

東中野山小

東石山中



②

①

③

５ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

①南４－１６１号線

②南７－２０７号線

③南７－４３０号線

鳥屋野潟

鳥屋野中

上山小

中部下水処理場



６ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

南７－４３１号線

紫竹山小

鳥屋野野球場

県

立

自

然

科

学

館

県

立

図

書

館

鳥屋野潟



②

①

④

③

７ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

①東８－２４３号線

②東８－２４４号線

③東８－２７４号線

④東８－３０４号線

東中野山小



８ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

横越１－３０９号線

横越地区公民館



９ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

亀田１－７０１号線

新潟スタジアム

ビッグスワン

HARDOFF

ECOスタジアム新潟



１０ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

①東金沢第３号線

②新津２－６７７号線

③新津２－６９２号線

④新津２－６９４号線

⑤新津２－７２４号線

能代川

①

②

③

④

⑤



１１ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

白根２－３８８号線

中

ノ

口

川



１２ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

①西南２－７４号線

②西南５－１８３号線

内野中

内野小

新川

②

①



１３ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

西南５－１８２号線

西内野小

きらら西公園

新潟西高



１４ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

①西２－３０７号線

②西５－２８５号線

五十嵐中

西区役所

坂井輪中

②

①



１５ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

①西４－１９４号線

②西４－１９５号線

②

①



１６ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

黒埼２－１６８号線



１７－１ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

黒埼２－１６９号線

黒埼南小



１７－２ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

黒埼２－１６９号線



１８ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

巻２－８１号線

西蒲区役所

巻北小

巻高



１９ 市 道 路 線 廃 止 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

①北２－９７９号線

②北２－９８０号線

③北２－９８１号線

太夫浜小

②

①

③

松浜病院



２０ 市 道 路 線 廃 止 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

東１－１２９号線



２１ 市 道 路 線 廃 止 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

南７－２０７号線

鳥屋野潟

鳥屋野中

上山小

中部下水処理場



②

①

④ ③

２２ 市 道 路 線 廃 止 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

①東８－２４３号線

②東８－２４４号線

③東８－２７４号線

④東８－３０４号線

東中野山小



②

①

２３ 市 道 路 線 廃 止 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

①亀田１－３０１号線

②亀田１－３０３号線

亀田西中

江南消防署 江南区役所



⑥

２４ 市 道 路 線 廃 止 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

①東金沢第３号線

②新津２－６７７号線

③新津２－６８０号線

④新津２－６９２号線

⑤新津２－６９４号線

⑥新津２－７２４号線

⑦新津２－７９４号線

能代川

①

②

③

④

⑤

⑦



２５ 市 道 路 線 廃 止 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

白根２－３８８号線

中

ノ

口

川



２６ 市 道 路 線 廃 止 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

①西南２－７４号線

②西１－９９５号線

新潟県新川河口

排水機場

新川

新川漁港

②

①



２７ 市 道 路 線 廃 止 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

巻２－８１号線

西蒲区役所

巻高

巻北小



 

議案第７３号  

   訴えの提起について 

 次のとおり訴えを提起するものとする。 

  令和４年９月６日提出 

                            新潟市長 中原 八一  

１ 被告 

  別表に掲げる者をそれぞれ被告とする。 

２ 目的 

  新潟市の物品購入契約に係る入札において談合により公正な価格の形成を妨げ、新潟

市に損害を与えた者に対する損害賠償の請求  

３ 損害賠償請求額 

  別表の被告の欄に掲げる者に対し同表の損害賠償請求額の欄に掲げる額、遅延損害金

及び弁護士費用相当額を請求する。 

４ その他 

本件については、必要に応じ上訴し、和解し、その他必要な措置を行うことができる

ものとする。 

別表 

被告 所在地 代表者 

損害賠償請求額  

（遅延損害金及び弁護士

費用相当額を除く。） 

本町化学工業株

式会社  

朝日沪過材株式

会社 

東京都足立区中央本町１

丁目２番１１号 

岐阜県土岐市肥田浅野双

葉町１丁目１番地の１ 

代表取締役 

小田 利明 

代表取締役 

肥田 祐輔 

7,726,583 円 
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本町化学工業株

式会社  

水ｉｎｇ株式会

社 

東京都足立区中央本町１

丁目２番１１号 

東京都港区港南１丁目７

番１８号  

代表取締役 

小田 利明 

代表取締役 

中川 哲志 

6,978,507 円 

本町化学工業株

式会社  

ダイネン株式会

社 

東京都足立区中央本町１

丁目２番１１号 

兵庫県姫路市飾磨区中島

３００１番地 

代表取締役 

小田 利明 

代表取締役 

増田 哲彦 

7,476,271 円 

本町化学工業株

式会社  

株式会社クラレ 

東京都足立区中央本町１

丁目２番１１号 

岡山県倉敷市酒津１６２

１番地 

代表取締役 

小田 利明 

代表取締役 

川原 仁  

5,510,523 円 
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議案第７４号  

   固定資産評価審査委員会委員の選任について 

 次の者を固定資産評価審査委員会委員に選任したいので、議会の同意を得たい。 

  令和４年９月６日提出 

新潟市長 中原 八一   

   

齋藤 紀良 
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議案第７５号 

財産の取得について 

 次のとおり財産を買い入れるものとする。 

令和４年９月６日提出 

新潟市長 中原 八一 

 

財産名 数量 買入金額 買入の相手方 

新潟市共通基盤シス

テム令和４年度拡張

機器等 

一式 542,960,000 円 新潟市中央区礎町通二ノ町２０７７番

地 

富士通Ｊａｐａｎ株式会社 新潟支社 

支社長 中村 勇人 
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議案第７６号  

   未処分利益剰余金の処分について 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により、令和３年

度新潟市水道事業会計未処分利益剰余金のうち、１，４３３，５９５，５６９円を建設改

良積立金に積み立て、１，６９４，０１６，６９１円を資本金に組み入れるものとする。 

  令和４年９月６日提出 

新潟市長 中原 八一   
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議案第７７号  

   決算の認定について 

 令和３年度新潟市下水道事業会計決算、令和３年度新潟市水道事業会計決算及び令和３

年度新潟市病院事業会計決算を監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

  令和４年９月６日提出 

                            新潟市長 中原 八一   

 決算書及び決算審査意見書は、別冊のとおり。 
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